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である。
　しかし、宮本編（1990）が指摘するように、
日本の農業や農村をみると、「市場原理」を
貫徹させ、「経済効率」で割り切ると、それ
を全面否定につながり、構造改善や農業の生
産性の向上の施策は、それはそれとして必要
であるが、その一般槍では解決の展望は見え
ない。そうであるならば、農業政策は商工業
と異なった別の論理が用意されるべき（３）と
いうことから、農業補助金の意義もあるだろ
う。その意義は過疎化地域や食料自給率の問
題など多くのことが議論されるべきと考える。
　そこで本稿では、ひとまず農業補助金の問
題に接近するにあたり、これまでの日本農業
の政策的整理を行うことが先の課題であると
考える。今回は農業補助金の構造や動向から
あるいは、その性格といった点や、農業補助
金に関する具体的解析は扱わないこととし、
ここでは、日本における農政の制度変遷をみ
ていくこととする。
　ここでは４つの区分をし、整理していく
こととする。第１区分は農業基本法 （旧基本
法）から「食料・農業・農村基本法（新基本
法）」の検討までの範囲である。第２区分は
1992（平成４）年の「新しい食料・農業・農
村政策の方向」からの農政展開の範囲である。
第３区分は2009（平成21）年以降の民主党政
権の農政展開の範囲である。第４区分は2012
（平成24）年以降の自民党政権の復権後の農
政展開の範囲である。尚、2015（平成27）年
までカバーしている。
　その４つの区分の整理をもとに、考察の結
果をまとめたいと考える。本稿では、区分分
けの是非においては、議論の対象としない。
２．農政展開の史的整理
　１）第１区分
　まず、第１区分から経緯をみることとす
る（４）。終戦前、政府はインフレ抑制のため
の低米価政策をとったことから米の供出は進
まず、GHQ（連合軍総司令部）の支援を受
けた強権的な供出などにより食糧の確保に努
める状況であった。その後、朝鮮戦争（昭和
25（1950）年～昭和28（1953）年）を契機に
した安全保障上の要請、食糧輸入費の節減に
よる外貨節約の必要性等の下、昭和27（1952）
年の「食糧増産５カ年計画」の発表、米価算
定方式の改定（農村と都市の所得均衡を要素
に入れた「所得パリティ方式」の導入と各種
奨励金の拡充）等の積極的な食糧増産対策が
講じられるようになった。これらに加え、農
業生産の近代化とこれを支える農業生産資材
（農薬や肥料）の供給の円滑化や機械化の進
展もあり、食糧増産が進んだ。また、農地改
革は単に土地の所有関係だけにとどまるもの
ではなく、農業技術の導入、農作物の出荷、
さらには、農村生活などのすべての分野に地
主が関与し、指導する体制であった。昭和20
（1945）年12月に「農地調整法」の改正法（不
在地主の所有農地と在村地主の５町歩（全国
平均）以上の所有農地を対象とする強制譲渡）
が公布された（第１次農地改革）が、GHQ
はこれを不徹底として自ら農地改革案を策定
し、日本政府に通告したことを受け、昭和21
（1946）年に「自作農創設特別措置法」（新法）
と「農地調整法」の改正法が制定された（第
２次農地改革）。
　それから朝鮮戦争は休戦となり、世界的に
食糧は過剰傾向になり、規制緩和が進んでい
く。食糧や農業生産資材が緩和され、統制色
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が薄くなる。「今後の農業発展、農民の経済
的地位の向上は、農業の生産性の向上を基礎
としない限り、将来に明るい希望はない」と
いう背景をもとに、昭和36（1961）年に制定
された農業基本法が制定されることとなる。
　農業基本法は、生産政策、価格・流通政策
及び構造政策の３本柱により、農業と他産業
の間の生産性及び生活水準の格差の是正の達
成を狙いとしており、経営規模の拡大による
自立経営の育成等の構造政策を基軸的政策手
段として位置づけるものであった。
　その後、農業基本法の制定を受けて、昭和
37（1962）年には、経営規模の拡大及び協業
の助長を図るため、法人の農地取得を認める
農業生産法人制度、農地流動化を促す農協の
農地信託制度の創設等の内容とする「農地法」
及び「農業協同組合法」の改正が行われた。
そして、昭和37（1962）年には、「農業構造
改善事業」が開始した。具体的には、10カ年
を目途に全国3,100市町村を対象に、基幹作
物の設定と技術改善、営農類型、営農組織、
土地利用等にわたる構造改善の計画とその実
現のための農地基盤整備（30ａ区画のほ場整
備等）や経営近代化のための共同利用施設・
機械（農作物集出荷・加工施設、大中型農業
機械等）の導入に対する補助・融資の実施等
を内容とするものである。
　この事業とは別に、昭和38（1963）年には
「ほ場整備事業」が新設され、区画整理、用
排水路整備、農道整備等が総合的に行われる
ようになり、稲作の省力化・機械化に貢献し
た。昭和39（1964）年には「土地改良法」が
改正され、土地改良事業の長期的目標を明ら
かにするため、「土地改良長期計画」の策定
へ進んだ。そして、昭和37（1962）年には、
「農業基本法」に基づき、昭和46（1971）年
を目標年次とする「農作物の需要と生産と長
期見通し」がたてられ、畜産物、果樹等の増
産の選択的拡大の方向を提示する一方、米に
ついては、所得確保の観点からの強い要請を
受け、昭和35（1960）年から採用された「生
産費及び所得補償方式」（生産費を基準とす
るが、そのうちの労働費を都市の製造業賃金
で評価替えしたもの。都市労働者に均衡する
労賃を農業者に補償することとなる）による
生産者米価（政府買入米価）の算定により、
昭和35（1960）年～昭和40（1965）年にかけ
て年平均約9.5％の上昇となった。
　この結果、他作物と比較した場合の米の収
益性は著しく高まり、農業者の米増産意欲は
大いに刺激され、前述の農業構造改善事業や
土地改良事業の発展、技術の開発・普及と相
まって、米の生産は増大した。
　なお、消費者米価（政府売渡米価）は相対
的に抑制されたため、いわゆる逆ザヤが発生
し、食糧管理特別会計は赤字を計上するよう
になった。
　その後、構造政策の推進と総合農政の展開
をしていくこととなる。構造政策の推進と
いった面では、昭和42（1967）年に「構造政
策の基本方針」を決定して、自立経営の育成
に向けた、本格的な構造政策の推進を図るこ
ととし、昭和43（1968）年から昭和45（1970）
年にかけて、新規立法または法律改正が行わ
れた。また総合農政の展開といった面では、
米が構造的に過剰になったこと、経営規模の
拡大が進まないことなど基本法農政路線が規
定通り、進んでいないことが次第に明らかに
なり、昭和45（1970）年に「総合農政の推進
にについて」を閣議決定する。特に米過剰へ
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の対応としては、生産量の増大と消費量の減
少は、米の構造的過剰となって現れ、持越在
庫量は昭和42（1967）年の64万トンから昭和
45（1970）年の720万トンへの累増する譲許
となった。このような状況に対応して政府は、
農協系統組織の反発の中で、米の作付制限で
ある生産調整を開始するといった動きも見ら
れた。
　それから低成長・国際化の下で、新たな農
政路線の確立が求められ、昭和55（1980）年、
「80年代の農政の基本方向」が示された。従
来の基本法農政の路線と比較すると、①他産
業との比較の中での生産性の向上と所得格差
の是正というよりも、国民の共感を得るよう
な、食料の安定供給と安全保障ということを
前面に掲げた点、②「自立経営農家」よりも
広い「中核農家」（若干の兼業所得はあって
も、技術や経営力に優れ、高い生産性と農業
所得をあげ得る、いわば農業を本業とする農
家。統計上は「60歳未満の男性で年間150日
以上農業に従事するいわゆる基幹男子専従者
がいる農家」で把握する）を中心に位置づけ
て、育成するとしている点、③国民の視点を
意識し、価格政策の運用について需給調整機
能を重視するとともに中核農家の所得安定を
目標水準とすること、内外価格差については
維持・縮小に努めるべきこと、消費者対策を
充実すべきこと等を掲げている点などがあた
らしいところである。
　２）第２区分
　次に、第２区分の経緯をみていくこととす
る。昭和61（1986）年に開始されたガット・
ウルグアイラウンド交渉が進行する中で、農
林水産省は平成４（1992）年の「新しい食
料・農業・農村政策の方向」を決定した。そ
の方向は大きな政策展開の時期であり、「農
業基本法」の制定以来約30年が経過をし、わ
が国の経済社会が急速な変化を遂げる中で、
わが国の食料・農業・農村をめぐる状況も大
きく変化をみせた。新たな「食料・農業・農
村基本法」は以下のような制定背景がある。
①食料の状況の変化、食料自給率の低下が挙
げられる。食生活の多様化が進む中で、米の
消費量が減退し、畜産物や油脂のように大量
の輸入農産物を必要とする食料の消費が増加
すること等により、食料支給率は一貫して低
下してきた（昭和40（1965）年：73％→昭
和62（1987）年：50％→平成10（1988）年：
40％）。国内の生産・供給体制が消費状況の
変化に十分に対応できていなことも要因の一
つであった。②農業の状況の変化、農地面積
減少と農業者の高齢化が挙げられる。農地は
農業生産の基礎的な資源であるが、他用途地
域への転用等により一貫して減少している。
加えて、近年では耕作放棄地が増加しており、
この傾向が続けば、加速度的に農地面積が減
少することが予想される。また農業者数の減
少に加えて、高齢化が急速に進展している一
方、新規就農者は低水準にとどまっていた。
このような中で、経営規模の拡大が立ち後れ
ており、農業構造の改善は進んでいない状況
であった。③農村の状況変化、混住化・高齢
化の進展と活力の低下が挙げられる。農村は、
農業生産の場であり、農業者の生活の場でも
ある。農村で農業生産活動が適切に営まれて
こそ、国土・環境の保全、農村景観・伝統文
化の維持等の多面的機能が発揮されることと
なる。しかし、多くの農村において、混住化
が進展するとともに、高齢化の進行と人口の
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減少により活力が低下してきた。特に中山間
地域においては、集落を維持することが困難
な地域も生じていた。④国民の意識の変化が
挙げられる。以上のような状況下の中で、安
全・良質な食料の安定的供給や、国土や環境
の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等の
農業のゆする多面的な機能及びその基盤とな
る農村の役割に対して国民の期待が高まって
いる、といった点の変化がある。
　このような状況の変化に対し、「新しい食
料・農業・農村政策の方向」において、次
の５点において、「農業基本法」とは異なる
発想に立っている。具体的には、①題名にも
現れているとおり、「食料政策」、「農業政策」
及び「農村政策」に区分し、各政策における
施策の方向を明記していること、②基本理念
として、４項目、すなわち「食料の安定供給
の確保」、「農業の持つ多面的機能（国土の保
全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な
景観の形成、文化の伝承等農村で農業生産活
動が行われることにより生じる食料その他の
農産物の供給の機能以外の多面にわたる機
能）の発揮」、「農業の持続的な発展」、「農村
の振興」を掲げていること、③基本理念を実
効性ある施策をもって担保する観点から、食
料自給率の目標を含む政策の基本的事項につ
き、基本計画を策定するとともに、これを５
年ごとに見直すこと、④国及び地方公共団体
の責務に加え、農業者及び食品産業事業者の
努力規定、更には、食料の消費生活の向上へ
の消費者の役割も明記していること、⑤中山
間地域等の生産条件の不利を補正するための
支援を明記していることの５点が挙げられ
る（５）。この時期から法人化の推進が追加さ
れるようになる。
　その後、1993（平成５）年、効率的かつ安
定的な経営体の育成のため、農業経営基盤強
化促進法（６）が制定された。そして認定農業
者制度（７）が導入され、経営規模の拡大のみ
ならず、全般的な農業経営の改善が目指され
た。1999（平成11）年には前述の考えを踏襲
する形で食料・農業・農村基本法（新基本法）
が制定され、具体化する方策を示すため、基
本政策を策定し、５年毎に評価を踏まえた見
直しを義務づけた。
　2000（平成12）年に「農業生産法人の一形
態として株式会社形態の含む」要件の見直し
の提言が行われた。そして2001（平成13）年、
農地法の一部が改正され、農業生産法人の法
人化や法人経営の活性化が図られるように緩
和された。2002（平成14）年に、米政策改革
大綱が公表され、経営政策・構造政策の分野
では、集落営農のうち一定の要件を満たすも
のを「集落型経営体」と称して、認定農業者
と並ぶ農業の担い手として位置づけるという
考えを打ち出し、集落営農に初めて政策上の
位置付けが行われたこととなる。この考えに
立脚をし、翌2003（平成15）年、農業経営基
盤強化促進法が改正され、「集落型経営体（仮
称）」が特定農業団体（８）として法整備がされ
た。その道筋は「集落営農→特定農業団体→
特定農業法人（９）」という担い手として制度
化された。またこの大綱では、米の生産調整
は従来の面積の配分から生産目標の数量への
配分に変更し、さらに「農業者・農業団体が
主役となるシステム」に移行することとし、
政府は生産調整の配分には関わらない方針を
打ち出し、「農業構造の展望」と「米づくり
のあるべき姿」の実現を目指すとした。ま
た、需要に即応した米作りを推進するために、
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2004（平成16）年の食糧法改正で、従来の計
画流通米と計画外流通米（10）という区別をな
くし、民間流通米と政府米という区別となっ
た。これまでの自主流通米では特定されてい
た販売先が自由になり、さまざまな流通ルー
トを通じた多様なマーケティング戦略が可能
となった（11）。
　そして、2005（平成17）年に、食料・農業・
農村基本計画の見直しが行われた。望ましい
農業構造に向け、①担い手の明確化と支援の
集中化・重点化、②集落を基礎とした営農組
合の育成・法人化の推進が掲げられた。また、
この計画の見直しに基づき、同年、経営所得
安定対策大綱が発表される（12）。「経営所得安
定対策」とは、「育成すべき農業経営」への
施策の集中化・重点化による構造改革を推進
し、一方で農作物価格の変動が「育成すべき
農業経営」の収入または所得に著しい影響を
与える場合に備えて、その経営リスクを軽減
するセーフティネットの構築、そして、その
経営単位のことである（13）。全農家を対象に
品目毎に講じられてきた対策を、意欲ある担
い手に対象を絞り、経営全体に着目する対策
に転換するものであった。ここで初めて、農
政の担い手として特定農業団体と特定農業団
体と同様の要件を満たす組織＝集落営農組織
が明記され、集落営農がその施策の直接的な
政策対象となった（14）。
　その後、担い手の選定問題がひとまずの決
着をしたとし、2007（平成19）年、水田・畑
作経営安定対策（品目横断的経営安定対策）
の導入を行うこととなる。「価格政策から所
得政策という、1999（平成11）年７月に制定
された食料・農業・農村基本法で示された政
策方向を具体化するものであり、これまでの
全農家を対象とし、品目ごとの価格に着目を
講じてきた対策を、担い手に絞り、経営全体
に着目した対策によって、戦後の農政を根
本から見直す（15）」といった方向に転換した。
品目横断的対策は２つの対策に分かれ、諸外
国との生産条件の格差を是正するための対策
（生産条件不利補正対策）と収入変動の影響
を緩和するための対策（収入減少補填）であ
る。前者の対象作物は、麦、大豆、てん菜、
でん粉原料用のばれいしょの４品目であり、
後者の対象作物はこれに米が加わる。また、
都府県で４ヘクタール以上、北海道で10ヘク
タール以上の認定農業者か、20ヘクタール以
上の規模のある集落営農組織に加入が限定さ
れている。この点、集落営農組織が担い手と
いう位置づけであったことは前述のとおりで
ある。
　３）第３区分
　さらに、第３区分の経緯をみていくことと
する。2009（平成21）年に自民党から民主党
へ政権交代が実現し、民主党のマニフェスト
である「戸別所得補償制度」を創設した。自
民党政権下の水田・畑作経営安定対策（品目
横断的経営安定対策）について、農業の構造
転換を性急に推し進めるもので、経営規模に
より国が支援対象を選別し、小規模農家を切
り捨てるといった評価を行ったことを踏ま
え、戸別所得補償制度では、すべての販売農
家を担い手として位置づけるとした（16）。そ
して、農畜産物の販売価格と生産費の差額を
基本とし、戸別所得補償制度を販売農家に実
施し、戸別所得補償制度では、規模、品質、
環境保全、主食用米からの転作等に応じた加
算を行うこと、また畜産・酪農業、漁業に対
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しても、農業の仕組みを基本として、戸別所
得補償制度を導入することとした（17）。
　順を追って整理すると、戸別所得補償制度
は2010（平成22）年に実施した戸別所得補償
モデル対策は、水田農業を対象として、①水
田を有効活用して、食料自給率向上のポイン
トとなる麦、大豆、米粉用米、飼料用米等の
生産拡大させるための支援（「水田利活用自
給力向上事業」）と、②麦、大豆等の生産拡
大に取り組むための前提として、水田農業の
経営を安定させ、自給率向上に取り組む環境
をつくりあげていくための支援（「米戸別所
得補償モデル事業」を一体として行うもので
ある。
　前者の事業は、水田を有効活用し、麦、大
豆、米粉用米、飼料用米等の自給率向上を図
るために国全体で取り組むべき作物（戦略作
物）の生産を行う農業者・集落営農に対して、
主食用米を生産する場合と同等の所得を確保
し得る水準の交付金を直接支払により、交付
し、戦略作物の全国的な推進をするものであ
る。また、野菜や雑穀等、各地域で各々の特
色を活かした作物生産が行われている実態を
踏まえ、地域の実情に応じて柔軟に交付対象
作物や単価を設定できる仕組みを設け、戦略
作物以外の作物についても生産を支援してい
くこととしている。そして、これまでの米の
需給調整に参加してこなかった方も段階的に
戦略作物の生産に取り組めるよう、米の生産
数量目標の達成に関わらず、交付金を交付す
ることしている。
　後者の事業は、意欲ある農業者が水田農業
を継続できる環境を整えられるよう、恒常的
に生産費が販売価格を上回る米について、直
接支払により所得補償するものである。具体
的には、標準的な生産費と標準的な販売価格
との差額分を、構造的に是正が必要な部分と
して、価格水準の動向に関わらず、「定額部分」
として10ａあたり１万５千円を、主食用米の
作付面積（自家消費用・贈答用分として10ａ
控除）に応じて交付する。また、当年産の販
売価格が標準的な販売価格を下回った場合に
は、その差額分を基に「変動部分」を算定し、
交付する。そして本事業については、「米の
生産数量目標」に即した生産を行うこと、す
なわち、需給調整に参加した販売農家・集落
営農であって、水稲共済加入者であるものが
対象である。また、地域に共済組合がない、
当然加入面積に満たないといった理由で共済
に加入していない者についても、前年の出荷・
販売実績があれば、本事業に加入できるとし
ている。なお、交付金を全国一律の単価とす
ることにより、規模拡大やコスト削減の努力
をした農家や、販売価格を高める努力を行っ
た地域ほど、所得が増える仕組みになってい
る。
　戸別所得補償制度は生産調整政策の大転換
でもあった。これまでは、米の生産調整は、
生産調整達成者のみに麦、大豆等の助成金を
交付する手法により進められてきたが、この
手法では、①水田で麦、大豆等の生産できる
のは、米の生産調整に協力した農家だけに事
実上限定される、②米の生産調整の仕組みの
変更により、麦、大豆等の生産量が変動する
ため、実需者への安定供給が阻害され、実需
面からも自給率向上につながりにくい、と
いった問題があった。また、生産調整参加農
家の努力によって米価が維持されることによ
り非参加農家がより多くのメリットを受ける
といった弊害も発生していた。このため、今
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後は、米の需給調整は米への強力なメリット
措置により行うようにする一方、麦、大豆等
については、米の生産数量目標の達成いかん
にかかわらず、麦、大豆等の生産に取り組ん
だ農家を支援することとした。そしてこれに
より、米の需給調整に参加してこなかった農
家も麦、大豆等の生産に取り組みやすくなり、
国民に対する食料の安定供給や自給率向上に
貢献することが期待されている（18）。
　その戸別所得補償制度に加え、2012（平成
24）年度より「地域農業マスタ－プラン」（以
下、略称である「人・農地プラン」と言う）
の作成を進められた。「人・農地プラン」では、
日本全体で、①中核的経営体が存在する地域
（集落）は約50％、②集落営農が存在する地
域（集落）が15％、③両方とも存在しない地
域（集落）が約35％。この「何も存在してい
ない地域（集落）が問題であり、そこにおい
て、中核的経営体がうまれるようにしていく
（集落営農の組織、新規就農者の招聘、集落
外の経営体への委託など）ことを集落におい
て作成していくことが基本となる（19）。
　策定の前提として、農地集積および新規就
農支援を位置づけであるが、農地集積協力金
は特徴的である。それは農地の出し手（貸す
側）に支給され、経営規模拡大を行う、農地
の集積の協力者に支払う仕組みである。たと
えば、集落法人に農地の出し手となる農家が
協力金を受け取る場合、提供される面積に応
じて、0.5ha以下は30万円、0.5ha超２ha以下
は50万円、２ha超は70万円が交付されるな
ど、法人化への資金原資にもなったのが現実
である。
　以上、第３区分の民主党政権下では、小規
模農家や兼業農家に対して、農業経営の継続
をするといったところが目的として強く、戸
別所得補償制度は政策の代名詞ともなったと
言えるだろう。
　４）第４区分
　最後に、第４区分の経緯をみていくことと
する。民主党政権から自民党政権へ復権をし、
農林水産業を産業として強くしていく「産業
政策」と国土保全といった多面的機能を発揮
する「地域政策」を車の両輪として推進する
ことにより、農業・農村の所得を今後10年間
で倍増されることを目指すこととした。
　具体的には、①国内外における新たな需要
（需要フロンティア）の拡大、そして、②需
要と供給をつなぐ付加価値の向上のための連
鎖（バリューチェーン）の構築等の収入を増
大される取組を推進するとともに、③農地中
間管理機構を通じた農地の集約化等生産コス
トの削減の取組や、経営所得安定対策と米の
生産調整の見直し等の取組を通じた生産現場
の強化を図ることに加えて、④高齢化が進行
する農村の構造改革を後押ししつつ、棚田の
良好な景観を将来世代に継承するため、農村
の多面的機能の維持・発揮を促進する取組を
掲げ、この４本の柱を軸として政策を再構築
することとしている（20）。
　特に政策面として、農地中間管理機構の創
設、経営所得安定対策の見直し、水田のフル
活用と米政策の見直し、日本型直接支払制度
の創設の４つの改革を推進することとした。
　まず、農地中間管理機構の創設である。農
業経営の効率化を進める担い手への農地利用
の集積・集約化や耕作放棄地の発生防止・解
消を加速してすすめるために、都道府県段階
に公的機関として、設置した。農地中間管理
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機構の活用によって、農業の構造改革と生産
コストの削減を図ることとしている。
　次に、経営所得安定対策の見直しである。
米の直接支払交付金、米価変動補填交付金の
廃止から新たな経営所得安定対策として、認
定農業者、集落営農に加え、認定新規就農者
も対象として、規模要件を課さないこととし
ている。
　米の直接支払交付金であるが、廃止から振
替、拡充として、①水田だけではなく、畑・
草地を含めて農地を維持することに対する多
面的機能支払の創設、②水田のフル活用を図
りながら、主体的な経営判断で需要がある作
物を選択する状況を実現するための、水田の
有効活用対策の充実、③コストダウン・所得
向上を図るための、構造対策（農地集積）の
拡充等を行うこととしている。
　また、米価変動補填交付金であるが、生産
者の負担（拠出）がなく、10割補填であるた
め、生産者のモラルハザードとなるおそれが
あり、また、米価変動に対する影響緩和対策
としては、従来から生産者拠出を伴う「米・
畑作物の収入減少影響緩和対策」（ナラシ対
策）が実施されていることから、2014（平成
26）年産米から廃止し、ナラシ対策で対応す
ることとした。
　さらに、水田のフル活用と米政策の見直し
であるが、前者は、需要に応じた戦略作物等
の生産振興である。麦や大豆、飼料用米等の
作物をマーケットインの発想に基づき、需要
と供給に見合う環境整備を行うとともに、対
象作物と交付単価を面積単位と収量の多寡に
応じてインセンティブを拡大するなどの支援
を行うことや、飼料用米の取組を通じて、効
率的な水田の活用によって農業の構造改革に
寄与することを期待している。後者は、需要
のある麦、大豆、飼料用米等の振興を図るこ
とで、水田のフル活用を進めるとともに、５
年後（2018（平成30）年産から）を目途に、
行政による生産数量目標の配分に頼らずと
も、生産者や出荷業者・団体が中心となって
円滑に需要に応じた生産が行える状況になる
よう環境整備を進めるとしている。
　最後に、日本型直接支払制度の創設である
が、農業・農村の多面的機能の維持・発揮の
ための地域活動や営農活動を支援することと
している。日本型直接支払制度は、以下のよ
うなものである。担い手に集中する水路・農
道等の管理を地域で支え、農地集積を後押し
するといった共同活動を支援する多面的機能
支払（21）や、地域資源（農地・水路・農道等）
の質的向上を図る共同活動を支援する資源向
上支払（22）がある。また現行制度維持である、
中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）と
平地とのコスト差（生産費）を支援する中山
間地域等直接払（23）や、同じく現行制度維持
である、環境保全効果の高い営農活動を行う
ことに伴う追加コストを支援する環境保全型
農業直接支払（24）がある。
　以上、農業を成長事業として位置づけた「攻
めの農業」の政策展開をしているところであ
る。
　
３．おわりに
　本稿では、日本における農政の制度変遷を
４つの区分にわけて整理した。農業政策の背
景や経緯を辿りながら、農業の担い手が家単
位から集落営農組織の単位へ移行し、過疎化
や担い手の高齢化、農業の成長戦略である規
模拡大といった方向で進められていることが
─ 53 ─
産業総合研究　第25号
確認できた。そして今後の担い手が家単位で
はなく、集落営農組織の単位に期待している
ものの、安藤（2007（25））が指摘している通り、
「このままでは農地も集落も守れない」とい
う危機対応として、法人化をしているだけで
ある。つまり、単なる農地の集積手段であっ
て、農業法人が担い手ではないと言い換える
こともできよう。しかし一方で、政府が農業
法人を2010（平成22）年比の約４倍となる
５万法人まで増加させる計画をみると、集落
法人への担い手の期待は大きいものというの
も事実である。
　これからも農業政策によって、農業補助金
がどのように農家や農業法人へ支援があるの
かが、今後も経営を左右していくことは間違
いないと思われる。
　最後に今後の課題を挙げる。本稿で整理し
た農業政策の背景や経緯を基に、農業補助金
の動向や性格に焦点を向け、中山間地域など
の補助金政策や、実際の農業法人の財務状況
への影響を論じていく必要がある。政策的に
農業法人が未来の担い手として位置づけられ
る以上、そこに農業補助金の予算が多くなる
のは必至だろう。農業の法人経営が補助金
ベースの見せかけの黒字であり、赤字体質の
補填という財務状況であることから、農業法
人が自立した経営体として構築していけるよ
うに、経営をしていくことが重要になる。そ
して、次の命題として、農業法人の経営が農
業補助金なしでは成立していないことを調査
していくことが求められる。今後の農業を取
り巻く状況は、農業補助金が少なくなる、あ
るいはなくなっていくことが予想される。そ
のためにも、農業補助金の問題に対して、幅
広く考察をしていくことが必要と思われる。
（注）
（１）本稿では、農業補助金を補助金等の総称
として、定義づけるものとし、いわゆる
（１）補助金、（２）負担金、（３）交付
金、（４）補給金、（５）委託費などの詳
細な区分での取り扱いはしない。
（２）飛田・岸保〔2012〕74頁
（３）宮本編〔1990〕148-149頁
（４）全国農業会議所〔2007〕3-16頁
（５）全国農業会議所〔2007〕21-25頁
（６）農業経営基盤強化促進法では、意欲ある
農業者に対する農用地の利用集積、これ
らの農業者の経営管理の合理化等の措置
を講じている｡
（７）認定農業者制度は、農業者が農業経営基
盤強化促進基本構想に示された農業経営
の目標に向けて、自らの創意工夫に基づ
き、経営の改善を進めようとする計画を
市町村が認定し、これらの認定を受けた
農業者に対して重点的に支援措置を講じ
ようとするものである｡
（８）特定農業団体とは、農業経営基盤強化促
進法に基づき、地域の農地の３分の２以
上を農作業受託により集積する相手方と
して、地域の地権者の合意を得た任意組
織である。
（９）特定農業法人とは、農業経営基盤強化促
進法に基づき、地域の農地の過半を農作
業受託や借入などにより集積する相手方
として、地域の地権者の合意を得た農業
生産法人である。
（10）計画流通米は自主流通米と政府米がこれ
に当たり、それ以外のものを計画外流通
米という｡
（11）本間〔2010〕106-107頁
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（12）田中〔2013〕137頁
（13）本間〔2010〕154頁
（14）田中〔2013〕137頁
（15）本間〔2010〕156頁
（16）大川〔2013〕109頁
（17）本間〔2010〕192-193頁
（18）農林水産省〔2010〕21-23頁
（19）服部〔2013〕40頁
（20）農林水産省〔2014〕11-20頁
（21）交付単価例は、3,000円／10ａ（都府県・
田）である。
（22）交付単価例は、2,400円／10ａ（共同活動、
都府県・田）、4,400円／10ａ（長寿命化）
都府県・田）である。
（23） 交付単価例は、21,000円／10ａ（田・急
傾斜）である。
（24） 交付単価例は、8,000円／10ａ（カバー
クロップ、緑肥）である。
（25）安藤〔2007〕4頁
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